
規 則

�愛媛県規則第４３号
愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（第一種動物取扱業の登録証の亡失の届出）

第４条 動物の愛護及び管理に関する法律施行規則（平成１８年環境

省令第１号。以下「省令」という。）第２条第８項

の規定による届出は、第

一種動物取扱業登録証亡失届出書（様式第１号）を提出してする

ものとする。

（第一種動物取扱業の登録証の返納）

第５条 省令第２条第９項

の規定による返納は、登録証に第一種動物取扱業登

録証返納届（様式第２号）を添えてするものとする。

（第一種動物取扱業者登録簿の閲覧）

第６条 法第１５条の規定により第一種動物取扱業者登録簿（以下

「登録簿」という。）を閲覧に供するため、動物愛護センター内

に第一種動物取扱業者登録簿閲覧所（以下「閲覧所」という。）

を置く。

２・３ 省略

４ 登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてある第一

種動物取扱業者登録簿閲覧申込書（様式第３号）に必要な事項を

記入し、知事の承認を受けなければならない。

５～７ 省略

（動物取扱責任者研修）

第７条 省略

２ 省略

３ 第一種動物取扱業者は、動物取扱責任者に第１項の動物取扱責

任者研修に代えて他の都道府県知事が開催する動物取扱責任者研

修を受けさせることができる。

（特定動物の飼養又は保管の許可に係る許可証の亡失の届出）

第９条 省令第１５条第８項（省令第１８条第５項において準用する場

合を含む。）の規定による届出は、特定動物飼養・保管許可証亡

失届出書（様式第６号）を提出してするものとする。

（特定動物の飼養又は保管の許可に係る許可証の返納）

第１０条 省令第１５条第９項（省令第１８条第５項において準用する場

合を含む。）の規定による返納は、特定動物飼養・保管許可証返

納届（様式第７号）を添えてするものとする。

（犬等の引取申出）

第１２条 法第３５条第１項本文（同条第３項において準用する場合を

含む。）の規定による犬又は猫 の引取りを求める者は、犬（猫

）引取申出書 （様式第９号）を知事に提出しなければならな

い。

（書類の経由）

第１９条 法 、省令、条例及びこの規則の規定により知事に提出

し、又は知事が交付する書類（第６条第４項の規定による第一種

動物取扱業者登録簿閲覧申込書、第７条第１項の規定による動物

取扱責任者研修受講申込書、同条第２項の規定による動物取扱責

任者研修修了証、第１２条の規定による犬（猫）引取申出書 、第

１５条の規定による動物の受領書及び第１６条の規定による動物の譲

受申込書を除く。）は、所轄保健所長を経由するものとする。

様式第１号（第４条関係） 第一種動物取扱業登録証亡失届出書

第一種動物取扱業登録証亡失届出書

省略

（動物取扱業の登録証の亡失の届出）

第４条 動物の愛護及び管理に関する法律施行規則（平成１８年環境

省令第１号。以下「省令」という。）第２条第８項（省令第４条

第４項において準用する場合を含む。）の規定による届出は、動

物取扱業登録証亡失届出書 （様式第１号）を提出してする

ものとする。

（動物取扱業の登録証の返納）

第５条 省令第２条第９項（省令第４条第４項において準用する場

合を含む。）の規定による返納は、登録証に動物取扱業登録証返

納届 （様式第２号）を添えてするものとする。

（動物取扱業者登録簿の閲覧）

第６条 法第１５条の規定により動物取扱業者登録簿 （以下

「登録簿」という。）を閲覧に供するため、動物愛護センター内

に動物取扱業者登録簿閲覧所 （以下「閲覧所」という。）

を置く。

２・３ 省略

４ 登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてある動物

取扱業者登録簿閲覧申込書 （様式第３号）に必要な事項を

記入し、知事の承認を受けなければならない。

５～７ 省略

（動物取扱責任者研修）

第７条 省略

２ 省略

３ 動物取扱業者 は、動物取扱責任者に第１項の動物取扱責

任者研修に代えて他の都道府県知事が開催する動物取扱責任者研

修を受けさせることができる。

（特定動物の飼養又は保管の許可に係る許可証の亡失の届出）

第９条 省令第１５条第８項（省令第１８条第４項において準用する場

合を含む。）の規定による届出は、特定動物飼養・保管許可証亡

失届出書（様式第６号）を提出してするものとする。

（特定動物の飼養又は保管の許可に係る許可証の返納）

第１０条 省令第１５条第９項（省令第１８条第４項において準用する場

合を含む。）の規定による返納は、特定動物飼養・保管許可証返

納届（様式第７号）を添えてするものとする。

（犬等の引取申出）

第１２条 法第３５条第１項（同条第２項 において準用する場合を

含む。）の規定による犬又はねこの引取りを求める者は、犬（ね

こ）引取申出書（様式第９号）を知事に提出しなければならな

い。

（書類の経由）

第１９条 法律、省令、条例及びこの規則の規定により知事に提出

し、又は知事が交付する書類（第６条第４項の規定による動物取

扱業者登録簿閲覧申込書 、第７条第１項の規定による動物

取扱責任者研修受講申込書、同条第２項の規定による動物取扱責

任者研修修了証、第１２条の規定による犬（ねこ）引取申出書、第

１５条の規定による動物の受領書及び第１６条の規定による動物の譲

受申込書を除く。）は、所轄保健所長を経由するものとする。

様式第１号（第４条関係） 動物取扱業登録証亡失届出書

動物取扱業登録証亡失届出書

省略
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省略 省略

５ 第一種動物取扱業の種別 省略 ５ 動物取扱業 の種別 省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（第５条関係） 第一種動物取扱業登録証返納届

省略

第一種動物取扱業登録証返納届

省略

注 省略

様式第３号（第６条関係） 第一種動物取扱業者登録簿閲覧申込書

注 省略

様式第２号（第５条関係） 動物取扱業登録証返納届

省略

動物取扱業登録証返納届

省略

注 省略

様式第３号（第６条関係） 動物取扱業者登録簿閲覧申込書

第一種動物取扱業者登録簿閲覧申込書

省略

動物取扱業者登録簿閲覧申込書

省略

第一種動物取扱業者の

名称又は氏名

動物取扱業者 の

名称又は氏名

注 省略

様式第９号（第１２条関係） 犬（猫）引取申出書

様式第９号（その１）（所有者用）

注 省略

様式第９号（第１２条関係） 犬（ねこ）引取申出書

様式第９号（その１）（所有者用）

犬（猫）引取申出書

省略

犬（ねこ）引取申出書

省略

省略 省略

愛媛県収入証紙貼付欄

省略

愛媛県収入証紙ちょう付欄

省略

注 省略

様式第９号（その２）（拾得者その他の者用）

注 省略

様式第９号（その２）（拾得者その他の者用）

犬（猫）引取申出書

省略

犬（ねこ）引取申出書

省略

省略 省略

注 省略

様式第１０号（第１５条関係） 動物の受領書

注 省略

様式第１０号（第１５条関係） 動物の受領書

省略 省略

（愛媛県収入証紙貼付欄） （愛媛県収入証紙ちょう付欄）

注１～３ 省略

４ 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛

県条例第１２号）第１０条第１項 の規定により治療の措置

を講じられた犬、猫 等の動物の返還を受ける者は、愛媛

県収入証紙貼付欄 に愛媛県収入証紙を貼付する こ

と。

５ 省略

様式第１３号（第１８条関係） 動物愛護管理員の証

（表）

注１～３ 省略

４ 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛

県条例第１２号）第１８条の２第１項の規定により治療の措置

を講じられた犬、ねこ等の動物の返還を受ける者は、愛媛

県収入証紙ちょう付欄に愛媛県収入証紙をちょう付するこ

と。

５ 省略

様式第１３号（第１８条関係） 動物愛護管理員の証

（表）

省略 省

略

省略 省

略（写真貼付欄） （写真ちょう付欄）

省略

（裏）

省略

（裏）

省略

（動物愛護管理員）

第２０条 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律

第１０５号。以下「法」という。）第３４条第１項の規定に基

づき、法第２４条第１項（法第２４条の４において読み替え

省略

（動物愛護管理員）

第２０条 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律

第１０５号。以下「法」という。）第３４条第１項の規定に基

づき、法第２４条第１項
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告 示

��������������

�愛媛県告示第９７５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９７６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９７７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により指定した施術機関を次のように廃止した旨の

届出があった。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

１ この規則は、平成２５年９月１日から施行する。

２ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則様式第９号の規定による書類の用紙は、当分の間、

これを訂正して使用することができる。

�愛媛県告示第９７８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

て準用する場合を含む。）又は法第３３条第１項の規定に

よる立入検査、前条第１項の規定による立入調査等その

他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるため、

動物愛護管理員を置く。

第６章 罰則

第２７条 次の各号のいずれかに該当する者は、３万円以下

の罰金又は科料に処する。

�・� 省略

省略

又は法第３３条第１項の規定に

よる立入検査、前条第１項の規定による立入調査等その

他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるため、

動物愛護管理員を置く。

第５章 罰則

第２５条 次の各号のいずれかに該当する者は、３万円以下

の罰金又は科料に処する。

�～� 省略

省略

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

ＪＡおちいまば
り伯方歯科診療
所

越智今治農業協
同組合

今治市伯方町叶浦甲１６６６
番地４

平成２５年
８月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

新 川 薬 局 新 川 祐 司 大洲市大洲６４２ 平成２５年
７月３１日

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

訪問マッサージ
友愛東温 野 瀬 紀 明 東温市則之内乙１２４３－３ 平成２５年

４月３０日

訪問マッサージ
友愛東温 野 瀬 毅 東温市則之内乙１２４３－３ 平成２５年

４月３０日

友愛東温 野田
支店 加 藤 和 正 東温市野田１丁目１３－３

エル安井１０５号
平成２５年
４月３０日

友愛東温 野田
支店 小 池 博 子 東温市野田１丁目１３－３

エル安井１０５号
平成２５年
４月３０日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

愛ファーマシー株式会社 宇和島市本町追手二丁目２番
２２号 三島中央薬局 四国中央市三島中央五丁目９

－４８ 平成２５年５月１日

医療法人社団栗整形外科病院 四国中央市中之庄町３９８番地
１ 短期入所生活介護くりのみ２ 四国中央市中之庄町４０２番地

１ 平成２５年６月１１日

株式会社サン・ファミリア 四国中央市下柏町６６１番地１ ケアスタジオサン・ファミリ
ア 四国中央市妻鳥町１０１２－３ 平成２５年６月２１日

愛 媛 県 報平成２５年８月３０日 第２５００号

６５６
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�愛媛県告示第９７９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）から、居宅介護支援事業

を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

社会福祉法人愛寿会 松山市東方町甲８１３番地 あいじゅ新川デイサービスセ
ンター

伊予市下吾川字北西原１７８１番
地１ 平成２５年７月４日

合同会社ヒカルの里 宇和島市津島町田之浜１７１５番
地の１ 訪問介護事業所ヒカルの里 宇和島市津島町田之浜１７１５番

地の１ 平成２５年７月１６日

株式会社レフピック 松山市北井門町一丁目１５番３８
号 ひめ薬局松神子店 新居浜市松神子四丁目１番１３

号 平成２５年７月２４日

社会福祉法人西予総合福祉会 西予市宇和町久枝甲１４３４番地
１ リハビリ専門デイサービス歩 西予市宇和町伊賀上５０番地１ 平成２５年７月２４日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人社団栗整形外科病院 四国中央市中之庄町３９８番地
１ 短期入所生活介護くりのみ２ 四国中央市中之庄町４０２番地

１ 平成２５年６月１１日

株式会社サン・ファミリア 四国中央市下柏町６６１番地１ ケアスタジオサン・ファミリ
ア 四国中央市妻鳥町１０１２－３ 平成２５年６月２１日

社会福祉法人愛寿会 松山市東方町甲８１３番地 あいじゅ新川デイサービスセ
ンター

伊予市下吾川字北西原１７８１番
地１ 平成２５年７月４日

合同会社ヒカルの里 宇和島市津島町田之浜１７１５番
地の１ 訪問介護事業所ヒカルの里 宇和島市津島町田之浜１７１５番

地の１ 平成２５年７月１６日

株式会社レフピック 松山市北井門町一丁目１５番３８
号 ひめ薬局松神子店 新居浜市松神子四丁目１番１３

号 平成２５年７月２４日

社会福祉法人西予総合福祉会 西予市宇和町久枝甲１４３４番地
１ リハビリ専門デイサービス歩 西予市宇和町伊賀上５０番地１ 平成２５年７月２４日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

新 川 祐 司 大洲市西大洲甲２６４８ 新川薬局 大洲市大洲６４２ 平成２５年７月３１日

アースサポート株式会社 東京都渋谷区本町一丁目４番
１４号 アースサポート今治 今治市北日吉町一丁目１７番５

号 平成２５年８月３１日

愛 媛 県 報平成２５年８月３０日 第２５００号

６５７
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�愛媛県告示第９８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

西条市小松町安井及び丹原町明穂地域に係る県営土地改良事業計画

を定めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良

事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・安井地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２５年９月２日から１０月１日まで

３ 縦覧場所

西条市役所小松総合支所及び丹原総合支所

�������
�愛媛県告示第９８４号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次

のとおり肥料の登録をした。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９８５号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次

のとおり肥料の登録をした。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９８６号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、東予

地方局今治土木事務所及び今治市役所において告示の日から起算し

て３週間公衆の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

波止浜港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 菅 良二

今治市大三島町宮浦５７１４番３

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

今治市小浦町一丁目丁４４８番１９から同４４８番２７までの地先公

有水面

イ 区域

次の１点から８点までを順次直線で結んだ線並びに８点と

１点を結ぶ平成２３年の春分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋３．９３メ

ートル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市小浦町二丁目戊２０番８内の国土地理院「小浦」

�愛媛県告示第９８２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る居宅介護支援事業を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人順風会 松山市天山二丁目３番３０号 居宅介護支援事業所八倉 伊予郡砥部町重光２７５番地１ 平成２３年１２月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

新 川 祐 司 大洲市西大洲甲２６４８ 新川薬局 大洲市大洲６４２ 平成２５年７月３１日

アースサポート株式会社 東京都渋谷区本町一丁目４番
１４号 アースサポート今治 今治市北日吉町一丁目１７番５

号 平成２５年８月３１日

登録年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２５
年８月
２２日

愛媛県
第１２７９
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

ハート
粒状苦
土石灰
１号

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事項は
公定規
格のと
おり

株式会社研農
高知県高知市萩
町１丁目９番４８
号

登録年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２５
年８月
２２日

愛媛県
第１２８０
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

くみあ
い粒状
苦土炭
酸石灰
２号

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事項は
公定規
格のと
おり

宇和鉱業株式会
社
愛媛県西予市野
村町野村５号１１
１番地

愛 媛 県 報平成２５年８月３０日 第２５００号

６５８
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三等三角点）は、北緯３４度０６分４７．１３９７秒、東経１３２度５８分３４

．０１４１秒の地点

１点は、基点から真北２５８度２１分００秒、３７２．１０メートルの

地点

２点は、１点から真北２６２度２５分４８秒、２０．５５メートルの地

点

３点は、２点から真北３５２度２５分４８秒、８．４３メートルの地

点

４点は、３点から真北２６２度２５分３８秒、１４．２５メートルの地

点

５点は、４点から真北３５２度２５分３４秒、３２．２８メートルの地

点

６点は、５点から真北８２度２５分３４秒、４６．５０メートルの地

点

７点は、６点から真北３５２度２５分２６秒、２３．９８メートルの地

点

８点は、７点から真北８１度１６分３６秒、２９．７６メートルの地

点

ウ 面積

２，０３７．５３平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

今治市小浦町一丁目丁４４８番１９から同４４８番２６までの地先公

有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＨ点までを順次直線で結んだ線及びＨ点とＡ

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市小浦町二丁目戊２０番８内の国土地理院「小浦」

三等三角点）は、北緯３４度０６分４７．１３９７秒、東経１３２度５８分３４

．０１４１秒の地点

Ａ点は、基点から真北２５１度２９分５４秒、２９７．５９メートルの

地点

Ｂ点は、Ａ点から真北２６２度１６分００秒、５９．６９メートルの地

点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２６１度１５分４２秒、１７３．８９メートルの

地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北３５１度１５分１４秒、９５．５５メートルの地

点

Ｅ点は、Ｄ点から真北８１度１３分２４秒、２６２．０７メートルの地

点

Ｆ点は、Ｅ点から真北１７５度０６分０２秒、５２．７４メートルの地

点

Ｇ点は、Ｆ点から真北１９０度４５分３３秒、９．７９メートルの地

点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２０５度５３分０３秒、３７．５２メートルの地

点

ウ 面積

２４，３３０．１５平方メートル

３ 埋立地の用途

輸送機械器具製造業用地

４ 出願年月日

平成２５年８月２１日

�愛媛県告示第９８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１７号
今治市玉川町龍岡上字寺尾窪甲２３９番４地先から

同町龍岡上字龍円寺甲１５７番４まで

旧 ８．５～３１．５ ０．３９０

新 １２．０～３１．５ ０．３９０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大三島環状線
今治市大三島町宗方３４８０番から

同町宗方１４３３番まで

旧 ４．６～２８．０ ０．０３９

新 ９．６～２８．０ ０．０３９

愛 媛 県 報平成２５年８月３０日 第２５００号

６５９
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その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鈍川伊予大井停車場線
今治市玉川町高野字町谷甲２番４から

同町中村字町谷甲１０４番８まで

旧 １５．０～２８．５ ０．０８８

新 １５．７～３３．７ ０．０８８

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大三島環状線
今治市上浦町盛３６５４番２から

同町盛３６５７番２まで

旧 ６．８～９．６ ０．０９９

新 １１．４～１２．６ ０．０９９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
今治市上浦町盛３６５４番２から

同町盛３６５７番２まで
平成２５年８月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 桜井山路線
今治市馬越町四丁目甲４３番６から

同町四丁目甲４３番９地先まで

旧 １２．０～１２．０ ０．０２８

新 １２．０～２１．０ ０．０２８
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�愛媛県告示第９９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 桜井山路線
今治市馬越町四丁目甲４３番６から

同町四丁目甲４３番９地先まで
平成２５年８月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 桜井山路線
今治市上徳甲６７３番２７から

同市上徳乙１０５番９まで
平成２５年８月３０日

〃 〃
今治市上徳乙１０４番２６から

同市上徳乙８番１２地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 蒋渕下波線
宇和島市下波２３８１番から

同市下波２３８６番まで

旧 ５．２５ ０．０４０

新 ５．２５～８．７５ ０．０４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 蒋渕下波線
宇和島市下波２３８１番から

同市下波２３８６番まで
平成２５年８月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘甲４７０番１４から

同町北灘甲４４４番４地先まで
平成２５年８月３０日

愛 媛 県 報平成２５年８月３０日 第２５００号

６６１



��������������

訓 令

�愛媛県告示第９９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９９号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１１号
保 健 福 祉 部

地 方 局

保 健 所

動物愛護センター

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県動物愛護センター処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県動物愛護センター処務規程の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵１５３３番４から

同町臼杵１５３２番２まで
平成２５年８月３０日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

初動捜査支援システム一式の購入
愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２５年７月１１日
株式会社日立製作所四
国支社
香川県高松市中央町５
番３１号

３１，６０５，０００円 一般競争入札 平成２５年５月３１日

改 正 後 改 正 前

（事務の委任）

第４条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、四国中央市の区域における次に掲

げる事務は、西条保健所長に委任する。

� 省略

� 別表生活衛生課の表１２の部に掲げる動物の愛護及び管理に関

する法律（昭和４８年法律第１０５号）の施行に関する事務（同部

１の項第２号 の野犬等の捕獲

及び収容に限る。）

�～� 省略

４ 省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

（事務の委任）

第４条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、四国中央市の区域における次に掲

げる事務は、西条保健所長に委任する。

� 省略

� 別表生活衛生課の表１２の部に掲げる動物の愛護及び管理に関

する法律（昭和４８年法律第１０５号）の施行に関する事務（同部

２の項第３号の特定動物等の捕獲等及び第４号の野犬等の捕獲

及び収容に限る。）

�～� 省略

４ 省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方
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局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 動物の愛護及び管理に関する法律第２４条第１項（同法第２４条

の４において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による

第一種動物取扱業者及び第二種動物取扱業者に対する報告の徴

収及び立入検査に関すること。

� 動物の愛護及び管理に関する法律第３３条第１項の規定による

特定動物飼養者に対する報告の徴収及び立入検査に関するこ

と。

� 動物の愛護及び管理に関する法律第４１条の２の規定による獣

医師からの通報の受理に関すること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛県条

例第１２号）第１３条第２項の規定による飼養施設から逸走した特

定動物等の捕獲等に関すること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１９条第１項の規定

による動物の所有者等に対する報告の徴収及び立入検査に関す

ること。

� 省略

２ 前項第１２号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 省略

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

生

活

衛

生

課

１～１１

省略

生

活

衛

生

課

１～１１

省略

１２ 動物

の愛護

及び管

理に関

する法

律（昭

和４８年

法律第

１０５号

）の施

行に関

する事

務

１２ 動物

の愛護

及び管

理に関

する法

律（昭

和４８年

法律第

１０５号

）の施

行に関

する事

務

１ 動物取扱業に関すること。

� 報告の徴収及び立入検査（第

２４条第１項）

○

１ 動物の飼養及び保管に関するこ

と。

２ 動物の飼養及び保管に関するこ

と。

� 報告の徴収及び立入検査（第

３３条第１項）

○

� 公示及び通知（野犬等 に

係るものに限る。）（愛媛県動

物の愛護及び管理に関する条例

（平成１３年愛媛県条例第１２号。

以下この部において「条例」と

いう。）第１１条第１項、第１４

条）

○ 	 公示及び通知（特定動物等に

係るものを除く。）（愛媛県動

物の愛護及び管理に関する条例

（平成１３年愛媛県条例第１２号。

以下この部において「条例」と

いう。）第１１条第１項、第１４

条）

○


 特定動物等の捕獲等（条例第

１３条第２項）

○

	 省略 � 省略


 省略 � 省略

� 省略 
 省略

� 省略 � 省略


 省略 � 省略

� 報告の徴収及び立入検査（条

例第１９条第１項）

○
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（愛媛県動物愛護センター処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県動物愛護センター処務規程（平成１４年愛媛県訓令第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１３～１７

省略

１３～１７

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（事務の委任）

第３条 所長に委任する事務（松山市の区域における第１号から第

１２号まで、第１４号から第１８号まで、第２１号から第２８号まで及び第

３２号から第３７号まで（第３２号から第３５号までについては、特定動

物に関する部分に限る。）に掲げる事務を含む。）は、次のとお

りとする。

� 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号。

以下「法」という。）第１０条第１項の規定による第一種動物取

扱業の登録（法第１３条第１項の規定による更新の登録を含

む。）をすること。

� 法第１４条第１項から第３項までの規定による第一種動物取扱

業の変更の届出を受理すること。

� 法第１５条の規定による第一種動物取扱業者登録簿を閲覧に供

すること。

� 法第１６条第１項（法第２４条の４において準用する場合を含

む。）の規定による第一種動物取扱業及び第二種動物取扱業の

廃業等の届出を受理すること。

� 法第１７条の規定による第一種動物取扱業者の登録を抹消する

こと。

� 法第１９条第１項の規定による第一種動物取扱業者の登録の取

消し等をすること。

� 省略

� 法第２２条の６第２項の規定による犬猫等の個体に関する届出

を受理すること。

	 法第２２条の６第３項の規定による犬猫等の検案書等の提出命

令をすること。


 法第２３条（同条第１項及び第３項の規定を法第２４条の４にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）の規定による第一種動

物取扱業者及び第二種動物取扱業者に対する動物の管理の方法

等の改善勧告及び措置命令をすること。

� 法第２４条の２の規定による第二種動物取扱業の届出を受理す

ること。

� 法第２４条の３の規定による第二種動物取扱業の変更の届出を

受理すること。


 法第２５条の規定による周辺の生活環境の保全等に係る必要な

措置の勧告及び措置命令等をすること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（事務の委任）

第３条 所長に委任する事務（松山市の区域における第１号から第

１６号まで、第１９号から第２６号まで及び第３０号から第３７号まで（第

３０号から第３４号まで及び第３６号 については、特定動

物に関する部分に限る。）に掲げる事務を含む。）は、次のとお

りとする。

� 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号。

以下「法」という。）第１０条第１項の規定による動物取扱業

の登録（法第１３条第１項の規定による更新の登録を含

む。）をすること。

� 法第１４条第１項及び第２項 の規定による動物取扱業

の変更の届出を受理すること。

� 法第１５条の規定による動物取扱業者登録簿 を閲覧に供

すること。

� 法第１６条第１項

の規定による動物取扱業 の

廃業等の届出を受理すること。

� 法第１７条の規定による動物取扱業者 の登録を抹消する

こと。

� 法第１９条第１項の規定による動物取扱業者 の登録の取

消し等をすること。

� 省略

� 法第２３条

の規定による動物取扱

業者 に対する動物の管理の方法

等の改善勧告及び措置命令をすること。

	 法第２４条第１項の規定による動物取扱業者に対する報告の徴

収及び立入検査をすること。


 法第２５条の規定による周辺の生活環境の保全 に係る必要な

措置の勧告及び措置命令等をすること。

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 法第３３条第１項の規定による特定動物飼養者に対する報告の
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� 省略

� 省略

� 動物の愛護及び管理に関する法律施行規則（平成１８年環境省

令第１号。以下「省令」という。）第２条第６項

の規定による第一種動

物取扱業者の登録証を再交付すること。

� 省令第２条第８項

の規定による第一種動物取扱業者の登録証の亡失の

届出を受理すること。

� 省令第２条第９項

の規定による第一種動物取扱業者の登録証の返納を

受理すること。

� 省略

� 省令第１５条第６項（省令第１８条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による特定動物の飼養又は保管の許可証を再

交付すること。

� 省令第１５条第８項（省令第１８条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による特定動物の飼養又は保管の許可証の亡

失の届出を受理すること。

	 省令第１５条第９項（省令第１８条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による特定動物の飼養又は保管の許可証の返

納を受理すること。


 省略

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛県条

例第１２号。以下「条例」という。）第１０条の規定による犬、猫

等 の動物の治療の措置及び処分をすること。

� 条例第１１条の規定による犬、猫等 の収容後等の公示及び処

分をすること。


 条例第１２条の規定による犬、猫等 の動物の譲渡をするこ

と。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（平成１３年

愛媛県規則第２１号）第１２条の規定による犬又は猫 の引取りの

申出を受理すること。

� 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第１５条の規定による動物由来感染症

の発生の状況、動向及び原因の調査（動物に係るものに限

る。）をすること。

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

徴収及び立入検査をすること。

� 省略

� 省略

� 動物の愛護及び管理に関する法律施行規則（平成１８年環境省

令第１号。以下「省令」という。）第２条第６項（省令第４条

第４項において準用する場合を含む。）の規定による動物取扱

業者 の登録証を再交付すること。

� 省令第２条第８項（省令第４条第４項において準用する場合

を含む。）の規定による動物取扱業者 の登録証の亡失の

届出を受理すること。

� 省令第２条第９項（省令第４条第４項において準用する場合

を含む。）の規定による動物取扱業者 の登録証の返納を

受理すること。

� 省略

� 省令第１５条第６項（省令第１８条第４項において準用する場合

を含む。）の規定による特定動物の飼養又は保管の許可証を再

交付すること。

� 省令第１５条第８項（省令第１８条第４項において準用する場合

を含む。）の規定による特定動物の飼養又は保管の許可証の亡

失の届出を受理すること。

� 省令第１５条第９項（省令第１８条第４項において準用する場合

を含む。）の規定による特定動物の飼養又は保管の許可証の返

納を受理すること。

� 省略

	 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛県条

例第１２号。以下「条例」という。）第１０条の規定による犬、ね

こ等の動物の治療の措置及び処分をすること。


 条例第１１条の規定による犬、ねこ等の収容後等の公示及び処

分をすること。

� 条例第１２条の規定による犬、ねこ等の動物の譲渡をするこ

と。

� 省略


 条例第１３条第２項の規定による飼養施設から逸走した特定動

物等の捕獲等をすること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 条例第１９条第１項の規定による動物の所有者等に対する報告

の徴収及び立入検査をすること。

� 省略

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（平成１３年

愛媛県規則第２１号）第１２条の規定による犬又はねこの引取りの

申出を受理すること。

� 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１０４号）第１５条の規定による動物由来感染症

の発生の状況、動向及び原因の調査（動物に係るものに限

る。）をすること。

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略
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附 則

この訓令は、平成２５年９月１日から施行する。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

� 法第２４条第１項（法第２４条の４において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定による第一種動物取扱業者及び第二種動

物取扱業者に対する報告の徴収及び立入検査をすること。

� 法第３３条第１項の規定による特定動物飼養者に対する報告の

徴収及び立入検査をすること。

� 法第４１条の２の規定による獣医師からの通報を受理するこ

と。

� 条例第１３条第２項の規定による飼養施設から逸走した特定動

物等の捕獲等をすること。

� 条例第１９条第１項の規定による動物の所有者等に対する報告

の徴収及び立入検査をすること。

� 省略 � 省略

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年７月２６日 特定非営利活動法人 風花 森 一 哉 松山市来住町１４５８番地４ この法人は、高齢者及び障がい者が、地域住民
とともに、住み慣れた地域で有する能力を活か
し生きがいを持って暮らせる環境や場づくり等
の支援活動を行う。また、保健・福祉・医療・
社会教育・人権等様々な分野で活動している個
人や団体とのネットワーク化を図ることにより、
高齢者及び障がい者が安心して暮らせる環境及
び地域社会の実現に寄与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年８月１日
特定非営利活動法人
被害者こころの支援センターえ
ひめ

武 井 義 定 松山市井門町５４４－４
本会は、犯罪等の被害者及びその遺族（以下
「被害者等」という。）に対して、犯罪被害等
に関する相談及び被害者等に対する物品の供与
又は貸与、役務の提供その他の方法による支援
に関する事業を行い、もって福祉の増進、地域
の安全及び人権の擁護に寄与することを目的と
する。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年８月７日 特定非営利活動法人 いよ和塾 菊 野 齊 敏 松山市大手町一丁目８番地８ この法人は、愛媛県内の一般の人々に対して、
日本文化の良さを再認識し、実践し、それを伝
承していく事業を行い、もって人間性向上に寄
与することを目的とする。
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

パソコンネットワーク学習システムの購入

� 購入物品名及び数量

パソコンネットワーク学習システム １式（５校分）

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２５年１１月２９日（金）

� 納入場所（詳細は入札説明書による）

愛媛県立新居浜商業高等学校（新居浜市瀬戸町２－１６）

愛媛県立西条高等学校（西条市明屋敷２３４）

愛媛県立今治北高等学校（今治市宮下町２－２－１４）

愛媛県立大洲高等学校（大洲市大洲７３７）

愛媛県立宇和島東高等学校（宇和島市文京町１－１）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３・２４・２５年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間

に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期間

電子入札による場合は、平成２５年１０月１６日（水）の午前９時

から同月１７日（木）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成２５年１０月１７日（木）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年１０月１７日（木）午前１０時００分

愛媛県総務部会議室（入札室） 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２５年１０月９日（水）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年８月７日 ＮＰＯ法人 ほっとねっと 屋 宮 康 紀 松山市小坂２丁目２番２０号 この法人は、障害のある人の社会参加の促進に
関する実践活動を進めることで、広く市民の障
害のある人への理解を推進し、障害のある人の
福祉を向上、発展させることを目的とする。

愛 媛 県 報平成２５年８月３０日 第２５００号

６６７



� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Computer Equipment and Related Services for Installing

Terminal Unit，for the Prefectural High School computer

rooms（Local Area Network），１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，１７ October２０１３

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

高電圧試験実習装置の購入

� 購入物品名及び数量

高電圧試験実習装置 ３式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２６年３月２５日（火）

� 納入場所

愛媛県立東予高等学校（西条市周布６５０番地）

愛媛県立今治工業高等学校（今治市河南町一丁目１番３６号）

愛媛県立吉田高等学校（宇和島市吉田町北小路甲１０番地）

� 入札方法

ア 入札は、愛媛県電子入札システムによる電子入札により行

うこと。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

（以下「運用基準」という。）８�又は�の規定により紙入
札による参加承諾を受けた者にあっては、紙入札を行うこと

ができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３・２４・２５年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期間

電子入札による場合は、平成２５年１０月１５日（火）午前９時か

ら同月１６日（水）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成２５年１０月１６日（水）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年１０月１６日（水）午前１０時００分

愛媛県総務部会議室（入札室） 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２５年１０月８日（火）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から
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第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

High―voltage experiment equipment，３ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，１６ October２０１３

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

ＩＣ免許証記載事項変更装置の借入れ

� 借入物品名及び数量

ＩＣ免許証記載事項変更装置１式（ハードウェア一式、ソフ

トウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２６年１月１日から平成３０年１２月３１日まで

� 借入場所

四国中央警察署ほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２３・２４・

２５年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ ２２３２

� 入札書の受領期限

平成２５年１０月１０日（木）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年１０月１０日（木）午後１時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２５年１０月１日（火）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Apparatus

to change information of IC―chip Driver’s license，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，１０ October，２０１３

� For further information， please contact： Supplies
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Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

チェックコード生成機の借入れ

� 借入物品名及び数量

チェックコード生成機１式（ハードウェア一式、ソフトウェ

ア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２６年１月１日から平成３０年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県運転免許センター

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２３・２４・

２５年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ ２２３２

� 入札書の受領期限

平成２５年１０月１０日（木）午後２時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。

� 開札の日時及び場所

平成２５年１０月１０日（木）午後２時００分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２５年１０月１日（火）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A

apparatus to form the check code，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，１０ October，２０１３

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０
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